
対象事業者

廃棄の特例（法）
許可届出使用者・許可廃
棄業者（約2,300）

事故報告（法）
全てのRI事業者
（約8,000）

試験（法） 登録試験機関

資格講習（法） 登録講習機関

定期講習（法） 登録定期講習機関

教育訓練
許可届出使用者・許可廃
棄業者

業務の改善
特定許可使用者・許可廃
棄業者（約1,200）

危険時の措置の情報
提供

予防規程を届け出るRI事
業者（約3,300）

危険時の措置の事前
対策

基準を超える事業者（約
30）

予防規程
予防規程を届け出るRI事
業者

特定放射性同位元素防護
管理者定期講習機関

そ
の
他

審査・検査のガイド
ライン

全てのRI事業者

特定RIを扱うRI事業者
（約500）

防護措置（法）

第
二
段
階
公
布

7月

スケジュール

放射線障害防止法に関する今後のスケジュール

第
一
段
階
公
布

7月
2020年（H32年）

1月
区　分

2017年（H29年）
7月

2018年（H30年）
1月 7月

2019年（H31年）
1月

防護

管理者

選任届

公

表

原子炉等規制法に基づく審査基準等の整備

放射線障害防止法に

基づく下位法令及び

ガイド等の作成

公

布

パ
ブ
リ
ッ
ク
コ
メ
ン
ト
（

）

予防規程変更届

業務規程

の策定等

新たな課目での定期講習の実施

新たな課目での試験・資格講習の実施
準備期間

（2018年の資格講習・試験課目は従来通り）

ガイドラインの策定（学協会）

説
明
会

下位法令及びガイド等

の作成

P

C

防護管理者講習の準備
原子力規制委員会による

防護管理者育成プログラムの実施

防護規程の策定、防護管理者の選任調整等

Ｐ

Ｃ

4月14日

法律公布

9月20日～11月2日

ラグビーワールドカップ

７月24日～8月9日

東京オリンピック

ガイド等の作成

12月頃

9月頃

5月頃

原子力規制委員会

施

行

提出期限

８月30日

公

布

7月頃

登録機関等による防護管理者講習の実施

登録の申請、業務規程の策定等

P

C

４月頃

防護規程の届出

施

行

９月頃

提出期限

12月頃

資料1


